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1.  22年9月期の連結業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 3,889 4.3 196 53.2 220 106.8 225 437.6
21年9月期 3,730 △24.6 128 50.2 106 △28.2 41 52.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年9月期 35.39 ― 12.8 6.7 5.0
21年9月期 6.58 ― 2.6 3.9 3.4

（参考） 持分法投資損益 22年9月期  27百万円 21年9月期  △11百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 3,591 1,874 52.2 294.25
21年9月期 3,033 1,639 54.0 257.36

（参考） 自己資本   22年9月期  1,874百万円 21年9月期  1,639百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年9月期 732 △297 △27 992
21年9月期 342 △126 96 584

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年9月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
22年9月期 ― 2.00 ― 2.00 4.00 25 11.3 1.5
23年9月期 

（予想）
― 2.00 ― 2.00 4.00 16.3

3.  23年9月期の連結業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,541 17.9 290 11.0 311 14.6 301 27.8 47.26

通期 4,641 19.3 177 △9.8 206 △6.7 156 △30.8 24.49
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

(注) 詳細は、７ページ「企業集団の状況」をご覧ください。 

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(注) 詳細は、17ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要」及び21ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご
覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

(注) １株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、36ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 1社 （社名 株式会社ワイ・イー・ティ ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年9月期 6,375,284株 21年9月期 6,375,284株
② 期末自己株式数 22年9月期  6,129株 21年9月期  5,990株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年9月期の個別業績（平成21年10月1日～平成22年9月30日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年9月期 3,782 5.3 195 47.4 194 57.2 187 285.2
21年9月期 3,591 △26.1 132 48.9 123 2.0 48 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

22年9月期 29.51 ―
21年9月期 7.66 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年9月期 3,549 1,841 51.9 289.08
21年9月期 3,011 1,643 54.6 258.06

（参考） 自己資本 22年9月期  1,841百万円 21年9月期  1,643百万円

2.  23年9月期の個別業績予想（平成22年10月1日～平成23年9月30日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載した予想数値その他の将来に関する記述は、本資料発表日現在において当社が入手可能な情報及び合理的であると判断する一定の条件
に基づいており、リスクや不確定要素等の要因が含まれております。実際の業績は今後、様々な要因によりこれら業績予想とは異なる可能性があります。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,501 19.7 289 10.5 287 9.5 277 27.2 43.49

通期 4,560 20.5 174 △11.2 170 △12.7 121 △35.6 19.00
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当連結会計年度におけるわが国経済は、主にアジア向け輸出に支えられて、企業業績全般は回復基調

にあります。しかしながら、雇用情勢は依然として厳しいうえに、急速な円高に伴う景気の減速が懸念

されております。 

建設業界におきましては、期初においては政府の補正予算等により公共工事の発注が行われたもの

の、国内の民間設備工事は、依然として縮小傾向が続いております。更に電力業界におきましては、主

な設備工事が、新設から修繕や改修へと移行する端境期となっており、当社の受注環境は、引き続き厳

しいまま推移しております。 

かかる環境下で、当社グループは、東北地区に懸案の機材センターを新設するなど、施工能力の向上

をはかる一方で、経費削減及びリスク管理の強化に重点的に取り組み、競争力を高める努力をしてまい

りました。 

その結果、電力事業では、大型工事が終了期に掛かり、設備投資の方向性が変わる中で、前連結会計

年度とほぼ同程度の受注を確保できました。内線事業では、補正予算工事が一巡したなか、民間設備工

事の受注に注力した結果、前連結会計年度を上回る結果を残すことが出来ました。ただモバイル事業で

は、上期での受注遅れの影響を受けて、受注は前連結会計年度を下回りました。 

以上の結果として、当社グループの当連結会計年度の受注高は34億８千４百万円(前連結会計年度比

16.8%増)、完成工事高は38億８千９百万円(前連結会計年度比4.3%増)となりました。また、営業利益は

１億９千６百万円(前連結会計年度比53.2%増)、経常利益は２億２千万円(前連結会計年度比106.8%

増)、当期純利益は２億２千５百万円(前連結会計年度比437.6%増)となりました。 

部門別の状況はつぎのとおりであります。 

電力事業においては、東北電力株式会社の発注工事を中心に受注の確保に全力を尽くしましたもの

の、受注高は16億１千９百万円(前連結会計年度比0.6％増)、完成工事高は19億９千８百万円(前連結会

計年度比11.6％減)となりました。 

内線事業においては、公共工事の削減が依然続き、その分を採算面に留意しつつ民間工事の受注に努

めました結果、受注高は13億７千７百万円(前連結会計年度比59.8％増)、完成工事高は13億１千７百万

円(前連結会計年度比43.9％増)となりました。 

モバイル事業においては、競争激化に伴う対策として、一括集中管理による施工効率化を進めたもの

の、受注高は４億８千６百万円(前連結会計年度比4.8％減)、完成工事高は４億６千６百万円(前連結会

計年度比12.1％増)となりました。 

  

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

（電力事業部門）

（内線事業部門）

（モバイル事業部門）
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次期の受注高につきましては、電力事業部門は遅れていた修繕・改良案件の立ち上り期を迎え、当期

に比べれば増加含みと予想しております。また内線事業部門につきましては、官公庁工事を主流に民間

工事を加え、受注量の確保に努めますものの、市場競争がますます激化する中で、当期と同程度と予想

しております。モバイル事業部門は、安定した利益確保を望むべく、現施工体制の改善を探ることもあ

り、当期に比べ弱含みと予想しております。 

以上の結果、当社全体としては、受注高47億２千７百万円（当連結会計年度比35.7％増）と、当連結

会計年度を上回るものと予想しております。 

次に完成工事高につきましては、全事業部門において当期の工事量の取込量から、当連結会計年度を

上回るものと考えており、完成工事高46億４千１百万円（当連結会計年度比19.3％増）、営業利益１億

７千７百万円（当連結会計年度比9.8％減）、経常利益２億６百万円（当連結会計年度比6.7％減）及び

当期純利益１億５千６百万円（当連結会計年度比30.8％減）を予想しております。 

  

当連結会計年度末における財政状態は以下のとおりであります。 

当連結会計年度末における資産合計は35億９千１百万円となり、前連結会計年度末に比べ５億５

千８百万円増加しております。増加の内訳は、流動資産において、工事案件の収支状況の改善によ

り２億７千９百万円増加しました。固定資産において、新たに機材センターを建設したことに加

え、投資有価証券の取得により２億７千９百万円増加しました。 

当連結会計年度末における負債合計は17億１千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ３億２

千３百万円増加しております。増加の主な要因は、期末手持工事における未成工事受入金が３億２

千７百万円増加したことによるものであります。 

当連結会計年度末における純資産合計は18億７千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億

３千４百万円増加しております。増加の主な要因は、当期純利益２億２千５百万円を計上したこと

によるものであります。 

しかし、総資産が増加したため、自己資本比率は、前連結会計年度末54.0％に対し当連結会計年

度末は52.2％と、1.8％減少しました。 

  

当連結会計年度における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により７億３千２

百万円増加し、投資活動により２億９千７百万円減少し、財務活動により２千７百万円減少いたしま

した。その結果、前連結会計年度末に比べ４億７百万円増加し、当連結会計年度末の資金残高は９億

９千２百万円となっております。 

なお、当連結会計年度の各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（次期の見通し）

(2) 財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

(イ) 資産

(ロ) 負債

(ハ) 純資産

② 連結キャッシュ・フローの状況
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営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度３億４千２百万円の資金の増加に対し、

当連結会計年度は７億３千２百万円の資金の増加となりました。これは主な要因として税金等調整

前当期純利益２億１千１百万円に加え、未成工事受入金が３億２千７百万円増加したことによるも

のであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度１億２千６百万円の資金の減少に対し、

当連結会計年度は２億９千７百万円の資金の減少となりました。これは主に増加要因として投資有

価証券の売却による収入１億５千４百万円もありましたが、減少要因として東北地区への機材セン

ター設置に伴う固定資産の取得による支出１億５千万円と、投資有価証券の取得による支出３億５

百万円があったことによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度９千６百万円の資金の増加に対し、当連

結会計年度は２千７百万円の資金の減少となりました。これは主として長期借入金の返済１千万円

と中間配当による支払１千３百万円があったことによるものであります。 

  

 
(注) １ 各指標は、いずれも連結ベースで作成しております。 

自己資本比率            ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／営業活動によるキャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：営業活動によるキャッシュ・フロー／利払い 

２ 株式時価総額は、期末の終値×期末の自己株式を除く発行済株式総数により算定しております。 

３ 営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に記載されている数値を用いて算定

しております。 

４ 平成20年9月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率は、有利子負債の期末残高がないため記載しており

ません。 

５ 平成20年9月期のインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業活動によるキャッシュ・フローがマイナスで

あるため記載しておりません。 

  

(イ) 営業活動によるキャッシュ・フロー

(ロ) 投資活動によるキャッシュ・フロー

(ハ) 財務活動によるキャッシュ・フロー

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

平成20年９月期 平成21年９月期 平成22年９月期

自己資本比率(％) 63.6 54.0 52.2

時価ベースの自己資本比率(％) 56.8 22.5 29.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(％) 
(注)４

－ 29.2 12.3

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 
(注)５

－ 62.3 326.5
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当社は株主に対する利益還元を重要な経営課題とし、より安定的な配当を実施することを株主還元の

基本方針としております。他方、会社を取り巻く環境の変化に適宜対応していくことも重要な課題であ

り、そのバランスを取りつつ、適正な配当を継続すべく心がけております。 

この基本方針に基づき、平成22年９月期につきましては、当社の財務状況及び業績等を総合的に勘案

して、剰余金の配当（期末配当）を１株当たり２円を予定しております。なお当社は当事業年度におき

まして中間配当２円を行いましたので、年間４円となる予定でおります。 

次期の配当につきましては、引き続き前述の基本方針に基づき１株当たり年間配当額４円（中間配当

２円、期末配当２円）を計画しております。 

  

当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、次のようなものが

あります。 

官公庁の公共投資抑制により、官公庁からの更なる発注の減少が継続した場合、当社グループの

業績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性があります。 

当社グループの最近の２連結会計年度において販売依存度が完成工事高実績の10％を超える得意

先は下表のとおりであります。 

 
これら得意先からの受注動向がグループ全体の経営成績に影響を与える可能性があります。 

  

一般の民間電気設備投資については、引き続き盛り上がりに欠けております。今後、更なる投資

水準が縮小し続けた場合には、価格競争が一層進むことが予想され当社グループの業績及び財政状

態等に影響を及ぼす可能性があります。 

工事に伴う資材等の価格が高騰し、その価格が受注価格に反映されないケースが発生した場合

は、当社グループの業績及び財政状態等に影響を及ぼす場合があります。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

(4) 事業等のリスク

① 受注及び完成工事高

(イ) 官公庁の公共投資抑制

(ロ) 取引先への依存リスク

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

相手先 金額 (千円) 割合 (％) 相手先 金額 (千円) 割合 (％)

東北電力株式会社 1,904,002 51.0 東北電力株式会社 1,734,746 44.6

② 経済状況

(イ) 民間工事の価格競争

(ロ) 資材価格の変動
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当企業集団は当社、子会社１社及び関連会社１社により構成され、主に送電線工事、電気設備工事及び

情報通信工事を施工する電気工事業、建設機械工具維持管理業及びビル清掃・管理業等を営んでおりま

す。 

なお、従来連結子会社であり不動産事業を行っていた株式会社ワイ・イー・ティは、清算したため当連

結会計年度より連結の範囲から除いております。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置づけは、次のとおりであります。 

  

 
  

事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 

  

2. 企業集団の状況

区分 内容 関係会社

電気 
工事業

電力事業

架空送電線建設工事・地中送電線建設工
事・変電所工事・土木工事等の測量設計・
送電線建設工事用機械工具の開発及び製造
販売

当社
株式会社システック・エンジニ
アリング

内線事業
電気設備工事設計施工・計装設備工事設計
施工・情報通信設備工事設計施工・防災防
犯設備工事設計施工

当社

モバイル事業

情報通信工事（移動体無線中継基地の基
礎・組立・外構・アンテナ工事）・海外工
事（送電線建設工事）・海外向け送電線建
設工事用機械工具の販売・その他新規事業

当社

その他
の 
事業

建設機械工具 
維持管理業

送電線建設工事用機械工具の維持、管理及
び賃貸業・不動産事業

当社

ビル清掃・管理業
ビル清掃・有人警備・機械警備・内装工事
設計施工・産業廃棄物処理業

富士装備株式会社
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当社グループは経営理念として、人を大切にする心と、ゆたかな社会を創造する技術を結集し、新し

い時代に貢献する企業をめざして、公益事業に参入し社会基盤の構築を進めてまいりました。 

これからも「良識と実践」の行動憲章のもと、社会全体の信頼に寄与することを経営の基本方針とし

てまいります。 

  

当社グループは、株主資本及び経営効率の更なる向上を目指すことが企業価値の向上に繋がることと

考えております。経営目標としては継続的に経常利益及び当期純利益を計上し、株主資本を増加させる

ことに注力して経営に取り組んでまいります。 

  

公益性の強い工事案件の維持を基盤に、一般民需の拡大を探りつつ、変化する電気設備投資に対し顧

客の多種多様な要求に応えていくことが中期的な課題です。更には電力設備の改良案件や維持・管理の

ための改修・修繕工事を如何に効率的に業績に結びつけるかが、最大の戦略になるものと考えておりま

す。 

一般民需の内線電気設備については、景気回復期待の中で利益確保に留意しつつ、より拡大基調で準

備を進めることが重要と考えております。 

成長分野への参加ということで進めましたモバイル事業は、工事金額の下落や材料費高騰など問題を

抱えております。受注先別の採算性確認や施工体制を十分に見極めながら、受注案件を選定する等の戦

略を構築することと、施工管理体制の更なる効率化を探求することが必要と考えております。 

  

長年、当社グループが大きな柱としております電力設備については、新設大型工事が完成時期を迎

え、入替予定となる改修工事の立ち上がりが遅れたことから端境期に入り、前期と比べ減少基調がうか

がえます。当社は、新設工事に特化した工事体制を如何に改修工事に合わせてシフトさせるかが大きな

課題となっております。当社グループはこの問題に対処すべく宮城県蔵王町に送電線建設技能者の訓練

施設を併設した機材センターを建設いたしました。 

当該機材センターは、災害復旧時を含む多様な工事に対応する資機材を、迅速かつ合理的に搬出する

こと、また高い技能力を持った送電線架線電工を安定的に輩出することによる工事力の強化、並びに技

術的研鑽や安全確保を目的とする研修施設と位置付けております。 

内線電気設備については、社会的な流れから大きな官需案件の伸びは期待できないものの、その少な

い中からどう受注に結びつけるかが最大の課題と認識しております。その上で採算性の薄い民間工事を

どう取り入れていくか、コスト削減の限界に引き続き挑戦すべく、更なる知恵を絞り、利益確保に注力

することに尽きると考えております。 

モバイル通信設備については、ブロードバンドの全国整備で工事量は順調に推移しております。た

だ、外注費と材料費の高騰からコスト削減が厳しく、現状では採算面での利幅は少なく、今後施工方法

の合理化と施工体制強化に臨みつつ、工事案件の絞り込みを含め、更なるコスト低減を目指し全力で対

処してまいります。 

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題
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国の経済対策により持ち直しの動きが見られたものの、雇用情勢は依然として厳しく、また急速な円

高に伴う景気の減速感からデフレ経済脱却への道も遠のくものと思われ、当社グループを取り巻く環境

は依然として厳しい状況が続くものと予想されます。 

このような中、我々のなすべき施策は限りがありません。このことを肝に銘じ、なお一層の努力を続

けてまいります。 

  

記載すべき事項はありません。 

  

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4．連結財務諸表

(1) 連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年９月30日)

当連結会計年度
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 584,590 992,207

受取手形・完成工事未収入金等 ※３ 828,055 ※３ 764,185

未成工事支出金 443,284 ※５ 404,958

繰延税金資産 40,600 69,341

その他 79,823 24,236

貸倒引当金 △9,994 △9,533

流動資産合計 1,966,358 2,245,396

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 ※２ 346,135 ※２ 427,238

機械・運搬具 143,904 160,795

工具器具・備品 207,389 219,070

土地 ※２・４ 338,288 ※２・４ 379,506

建設仮勘定 813 1,262

減価償却累計額 △521,273 △565,712

有形固定資産合計 515,258 622,161

無形固定資産 8,440 6,029

投資その他の資産

投資有価証券 ※１ 182,318 ※１ 355,645

長期貸付金 561,263 545,801

保険積立金 331,628 334,771

その他 29,764 27,754

貸倒引当金 △561,407 △545,897

投資その他の資産合計 543,566 718,074

固定資産合計 1,067,265 1,346,265

資産合計 3,033,623 3,591,662
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年９月30日)

当連結会計年度
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 555,789 547,301

1年内返済予定の長期借入金 10,000 20,000

未払法人税等 21,859 2,990

未払消費税等 20,643 84,157

未成工事受入金 309,835 637,179

賞与引当金 60,410 71,574

工事損失引当金 6,159 ※５ 21,881

完成工事補償引当金 1,900 510

その他 65,684 57,858

流動負債合計 1,052,283 1,443,452

固定負債

長期借入金 90,000 70,000

退職給付引当金 225,803 186,385

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 17,679 ※４ 17,679

その他 8,679 －

固定負債合計 342,162 274,065

負債合計 1,394,446 1,717,518

純資産の部

株主資本

資本金 989,669 989,669

資本剰余金 821,016 821,016

利益剰余金 16,913 229,553

自己株式 △1,860 △1,884

株主資本合計 1,825,739 2,038,355

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,349 －

土地再評価差額金 ※４ △164,212 ※４ △164,212

評価・換算差額等合計 △186,562 △164,212

純資産合計 1,639,177 1,874,143

負債純資産合計 3,033,623 3,591,662
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(2) 連結損益計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

完成工事高 3,730,558 3,889,365

完成工事原価 3,062,747 ※３ 3,157,023

完成工事総利益 667,810 732,342

販売費及び一般管理費 ※１ 539,790 ※１ 536,166

営業利益 128,019 196,175

営業外収益

受取利息 10,524 1,690

受取配当金 73 4

持分法による投資利益 － 27,032

その他 2,704 2,556

営業外収益合計 13,302 31,284

営業外費用

支払利息 5,015 2,322

投資事業組合運用損 10,756 782

訴訟関連費用 － 1,046

持分法による投資損失 11,299 －

その他 7,460 2,481

営業外費用合計 34,531 6,632

経常利益 106,791 220,827

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,036 7,579

債務免除益 － 3,489

特別利益合計 4,036 11,068

特別損失

投資有価証券売却損 － 20,586

投資有価証券評価損 44,090 －

貸倒引当金繰入額 10,000 －

その他 ※２ 166 ※２ 183

特別損失合計 54,257 20,769

税金等調整前当期純利益 56,570 211,126

法人税、住民税及び事業税 23,858 14,488

法人税等調整額 △9,212 △28,741

法人税等合計 14,646 △14,252

当期純利益 41,924 225,378
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(3) 連結株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 989,669 989,669

当期末残高 989,669 989,669

資本剰余金

前期末残高 821,016 821,016

当期末残高 821,016 821,016

利益剰余金

前期末残高 △25,010 16,913

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 41,924 225,378

当期変動額合計 41,924 212,640

当期末残高 16,913 229,553

自己株式

前期末残高 △1,846 △1,860

当期変動額

自己株式の取得 △13 △23

当期変動額合計 △13 △23

当期末残高 △1,860 △1,884

株主資本合計

前期末残高 1,783,828 1,825,739

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 41,924 225,378

自己株式の取得 △13 △23

当期変動額合計 41,910 212,616

当期末残高 1,825,739 2,038,355
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △51,749 △22,349

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29,399 22,349

当期変動額合計 29,399 22,349

当期末残高 △22,349 －

土地再評価差額金

前期末残高 △164,168 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△43 －

当期変動額合計 △43 －

当期末残高 △164,212 △164,212

評価・換算差額等合計

前期末残高 △215,918 △186,562

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29,355 22,349

当期変動額合計 29,355 22,349

当期末残高 △186,562 △164,212

純資産合計

前期末残高 1,567,910 1,639,177

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 41,924 225,378

自己株式の取得 △13 △23

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29,355 22,349

当期変動額合計 71,266 234,966

当期末残高 1,639,177 1,874,143
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 56,570 211,126

減価償却費 46,436 46,739

貸倒引当金の増減額（△は減少） △907 △7,350

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,740 11,163

退職給付引当金の増減額（△は減少） △17,778 △39,417

工事損失引当金の増減額（△は減少） △11,073 15,721

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 70 △1,390

受取利息及び受取配当金 △10,598 △1,694

支払利息 5,015 2,322

投資有価証券売却損益（△は益） － 20,586

投資有価証券評価損益（△は益） 44,090 －

持分法による投資損益（△は益） 11,299 △27,032

投資事業組合運用損益（△は益） 10,756 782

その他の営業外損益（△は益） △984 －

売上債権の増減額（△は増加） △10,338 63,917

未成工事支出金の増減額（△は増加） △201,638 38,325

仕入債務の増減額（△は減少） 144,864 △9,149

未払金の増減額（△は減少） 161 △1,185

未払消費税等の増減額（△は減少） 19,336 63,513

未成工事受入金の増減額（△は減少） 222,438 327,343

その他の資産の増減額（△は増加） 454 57,394

その他の負債の増減額（△は減少） 19,371 △13,396

小計 332,287 758,319

利息及び配当金の受取額 32,000 7,227

利息の支払額 △5,492 △2,243

法人税等の支払額 △16,351 △30,954

営業活動によるキャッシュ・フロー 342,442 732,349

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △42,149 △150,490

投資有価証券の取得による支出 － △305,776

投資有価証券の売却による収入 1,853 154,254

貸付けによる支出 △10,000 △2,000

貸付金の回収による収入 14,086 9,174

保険積立金の積立による支出 △103,143 △3,143

その他の支出 △917 △266

その他の収入 13,458 603

投資活動によるキャッシュ・フロー △126,810 △297,643
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 420,000 －

短期借入金の返済による支出 △420,000 －

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 － △10,000

自己株式の取得による支出 △13 △23

配当金の支払額 － △13,171

リース債務の返済による支出 △3,893 △3,893

財務活動によるキャッシュ・フロー 96,092 △27,088

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 311,724 407,617

現金及び現金同等物の期首残高 272,865 584,590

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 584,590 ※１ 992,207
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該当事項はありません。 

  

  

(5) 継続企業の前提に関する注記

(6) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１ 連結の範囲に関する事項 連結子会社数  ２社

連結子会社は株式会社ワイ・イ

ー・ティ及び富士装備株式会社であ

ります。

連結子会社数  １社

連結子会社は富士装備株式会社で

あります。

従来、連結子会社であった株式会

社ワイ・イー・ティは清算したた

め、当連結会計年度より連結の範囲

から除いております。

非連結子会社数  該当ありません。 非連結子会社数  該当ありません。

２ 持分法の適用に関する事項 持分法適用の関連会社数  １社

持分法適用の関連会社は株式会社

システック・エンジニアリングであ

ります。

持分法適用の関連会社数  １社

同左

３ 連結子会社の事業年度等に

関する事項

全ての連結子会社の事業年度末日と

連結決算日は一致しております。

同左

４ 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及

び評価方法

(イ)有価証券 ――――――― 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(金融

商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの)について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。

 

(ロ)たな卸資産 未成工事支出金

個別法による原価法

商品・材料貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸

借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）に

よっております。

未成工事支出金

同左

商品・材料貯蔵品

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会

計基準第９号 平成18年７月５日公

表分）を適用しております。

なお、これによる損益に与える影

響は軽微であります。

―――――――

(2) 重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

 

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)は定額法。

主な耐用年数 

建物・構築物  ９年～47年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。ただし、ソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する定額法に

よっております。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年９月30日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

リース資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上しており

ます。

賞与引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上することと

しておりますが、当連結会計年度は

支給予定がないため計上しておりま

せん。

役員賞与引当金

同左

工事損失引当金

当連結会計年度末手持工事のうち

損失の発生が見込まれるものについ

て、将来の損失に備えるため、その

損失見込額を計上しております。

工事損失引当金

同左

完成工事補償引当金

完成引渡済工事に係るかし担保の

費用に備えるため、過年度の実績を

基礎に将来の補償見込額を加味して

算定した見積補償額を計上しており

ます。

完成工事補償引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当連結会計

年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。

退職給付引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

(4) 収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準

親会社の完成工事高の計上は、工事

完成基準によっておりますが、長期大

型工事(工期１年以上かつ請負金額３

億円以上)については工事進行基準に

よっております。なお、工事進行基準

によった完成工事高は1,610,889千円

であります。

完成工事高及び完成工事原価の計上基

準

当連結会計年度に着手した工事契約

から当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適

用しております。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１

年以上、かつ請負金額３億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当連結会計年度より適用し、当

連結会計年度に着手した工事契約か

ら、当連結会計年度末までの進捗部分

について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その

他の工事については工事完成基準を適

用しております。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

これにより、従来の方法によった場

合と比べ、完成工事高は752,913千円

増加し、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益は68,369千円増加

しております。

(5) その他連結財務諸表作成

のための基本となる重要な

事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

５ 連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価

方法については、全面時価評価法を

採用しております。

同左

山加電業(株)（1789）平成22年９月期決算短信

20



 
  

 
  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

６ 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっており

ます。

同左

(7) 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(会計方針の変更)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

(リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より、「リース取引に関

する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17

日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

(表示方法の変更)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

（連結損益計算書関係） ───────

手形売却損

前連結会計年度において個別掲記しておりました

が、金額が僅少となったため、当連結会計年度にお

いては営業外費用の「その他」に含めて表示してお

ります。

なお、当連結会計年度は営業外費用の「その他」

に211千円含まれております。

投資有価証券評価損

 前連結会計年度において特別損失の「その他」に

含めて表示しておりましたが、当連結会計年度にお

いては特別損失総額の100分の10を越えたため個別掲

記しております。

 なお、前連結会計年度は特別損失の「その他」に

1,838千円含まれております。
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(8) 連結財務諸表に関する注記事項

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成21年９月30日)

当連結会計年度
(平成22年９月30日)

※１ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 16,071千円

※１ 関連会社に対する資産は次のとおりであります。

投資有価証券（株式） 43,103千円

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

連結会計年度末における当座借越額はありませ

ん。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 27,024千円（帳簿価額）

 計 234,382千円（帳簿価額）

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

連結会計年度末における当座借越額はありませ

ん。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 24,383千円（帳簿価額）

 計 231,742千円（帳簿価額）

※３ 手形割引高

受取手形割引高 10,753千円

※３ 手形割引高

受取手形割引高 3,750千円

 

※４ 事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当連結会計

年度末における時価の合計額は再評価後の帳簿価

額の合計額を87,445千円下回っております。

 

※４ 事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当連結会計

年度末における時価の合計額は再評価後の帳簿価

額の合計額を89,173千円下回っております。

――――――― ※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

73,047千円であります。

(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  役員報酬 61,851千円

  従業員給料手当 191,495千円

  退職給付費用 12,792千円

  貸倒引当金繰入額 7,474千円

  賞与引当金繰入額 16,079千円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

  役員報酬 72,222千円

  従業員給料手当 193,549千円

  退職給付費用 9,503千円

  貸倒引当金繰入額 229千円

  賞与引当金繰入額 19,227千円

※２ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損であ

ります。

※２ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損であ

ります。

――――――― ※３ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は15,721千円であります。
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（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

 
  

 
（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

該当事項はありません。 

  

 
  

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,375,284 ― ― 6,375,284

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)               5,851 139 ― 5,990

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 6,375,284 ― ― 6,375,284

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株)               5,990 139 ― 6,129

３ 新株予約権等に関する事項

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成22年４月28日 
取締役会

普通株式 12,738 2.00 平成22年３月31日 平成22年６月21日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年12月22日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 12,738 2.00 平成22年９月30日 平成22年12月24日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金預金 584,590千円

現金及び現金同等物 584,590千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係

現金預金 992,207千円

現金及び現金同等物 992,207千円
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電気工事業が、完成工事高基準、営業損益基準及び資産基準において90％を超えているため、記

載を省略しております。 

  

電気工事業が、完成工事高基準、営業損益基準及び資産基準において90％を超えているため、記

載を省略しております。 

  

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

在外連結子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。 

  

  

 
（注）当期完成工事高は、当社グループにおける受注形態によらない売上高（前連結会計年度139,536千円、当連結会

計年度107,130千円）を除いております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(工事種別受注高、完成工事高、繰越工事高)

事業別
前期繰越工事高

(千円)
当期受注高
(千円)

当期完成工事高 
(千円)

次期繰越工事高
(千円)

電力 2,414,244 1,610,608 2,259,530 1,765,322

前連結 内線 820,622 861,753 915,744 766,631

会計年度 モバイル 113,988 511,299 415,746 209,541

計 3,348,855 2,983,661 3,591,021 2,741,495

電力 1,765,322 1,619,627 1,998,391 1,386,559

当連結 内線 766,631 1,377,461 1,317,808 826,283

会計年度 モバイル 209,541 486,988 466,035 230,493

計 2,741,495 3,484,077 3,782,235 2,443,337
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(リース取引関係)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 

 

 

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額 
相当額

40,177

減価償却 
累計額相当額

28,991

期末残高 
相当額

11,185

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,360千円

１年超 4,543千円

合計 13,904千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 13,725千円

減価償却費相当額 10,044千円

支払利息相当額 3,492千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 

 

 

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 (2) 重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額
相当額

40,177

減価償却
累計額相当額

36,796

期末残高
相当額

3,380

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,543千円

１年超 ―千円

合計 4,543千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,064千円

減価償却費相当額 7,804千円

支払利息相当額 1,703千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。
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(追加情報) 

当連結会計年度から平成18年10月17日公表の、「関連当事者の開示に関する会計基準」(企業会計基

準委員会 企業会計基準第11号)及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会 企業会計基準適用指針第13号)を適用しております。 

この結果、従来の開示対象範囲に加えて、アムスグループホールディングス有限会社が開示対象に追

加されております。 

  

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
(注) １ 記載金額には、債権債務に係る金額については消費税等が含まれ、損益に係る金額については消費税等は含

まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  株式会社システック・エンジニアリングに対する未収入金については、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しており、回収条件は期間４年、毎月賦回収としております。なお、担保は受入れておりません。 

  

アムスグループホールディングス有限会社(非上場会社) 

  

(関連当事者情報)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

１ 関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連 
会社

株式会社システ

ック・エンジニ

アリング

東京都
江東区

50,000
電気
工事業

(所有)
直接25％

役務の提供
役員の兼務

利息の受取
(注)２ 

 2,009

未収入金 19,687事業譲渡に
係る未収入
金の回収

39,375

完成工事高 1,607

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

親会社情報
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連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等 

 
(注) １ 記載金額には、債権債務に係る金額については消費税等が含まれ、損益に係る金額については消費税等は含

まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

  株式会社システック・エンジニアリングに対する未収入金については、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しており、回収条件は期間４年、毎月賦回収としております。なお、担保は受入れておりません。 

  

アムスグループホールディングス有限会社(非上場会社) 

  

当連結会計年度において、重要な関連会社は株式会社システック・エンジニアリングであり、その

要約財務情報は以下のとおりであります。 

  

 
  

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

種類
会社等の名称 
又は氏名

所在地
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)

関連 
会社

株式会社システ
ック・エンジニ

アリング

東京都
江東区

50,000
電気
工事業

(所有)
直接25％

役務の提供
役員の兼務

利息の受取
(注)２ 

1,004 

完成工事 
未収入金

2,300
事業譲渡に
係る未収入
金の回収

19,687

完成工事高 22,640

２ 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

流動資産合計 1,247,546千円

固定資産合計 20,791千円

流動負債合計 1,079,096千円

固定負債合計 16,825千円

純資産合計 172,415千円

売上高 3,437,184千円

税引前当期純利益 126,072千円

当期純利益 61,923千円
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(税効果会計関係)

前連結会計年度
(平成21年９月30日)

当連結会計年度
(平成22年９月30日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 24,526千円

 退職給付引当金 91,676千円

 貸倒引当金 231,989千円

 投資有価証券評価損 40,799千円

 法人税法上の繰越欠損金 695,762千円

 その他 8,586千円

 繰延税金資産小計 1,093,341千円

 評価性引当額 △1,052,741千円

 繰延税金資産合計 40,600千円

繰延税金負債

 再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

 賞与引当金 28,869千円

 退職給付引当金 75,672千円

 貸倒引当金 225,505千円

 投資有価証券評価損 22,899千円

 法人税法上の繰越欠損金 222,064千円

 その他 13,995千円

 繰延税金資産小計 589,005千円

 評価性引当額 △519,663千円

 繰延税金資産合計 69,341千円

繰延税金負債

 再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

住民税均等割等 17.2％

留保金課税 12.2％

過年度法人税等 9.2％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
9.0％

持分法投資損失 8.1％

評価性引当額 △71.1％

その他 0.8％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
25.9％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

 (調整)

住民税均等割等 4.5％

過年度法人税等 1.9％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
1.9％

持分法投資利益 △12.8％

評価性引当額 △42.6％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△6.8％
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当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を適

用しております。 

  

当社グループは、資金運用については安全性の高い金融商品で運用し、また、資金調達については

銀行からの借入により調達する方針であります。 

  

営業債権である受取手形及び完成工事未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、信用調査資料等により取引先の信用力を適正に評価し、取引の可否を決定しており

ます。 

投資有価証券である満期保有目的の債券は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、取引先

企業の債券であり、定期的に時価を把握することにより管理を行っております。 

長期貸付金は、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸

念の早期把握や軽減を行っております。 

営業債務である工事未払金は、１年以内の支払期日であります。 

長期借入金は、営業取引に係る資金調達を目的としたものであり、最終返済日は決算日後、最長５

年であります。 

  

平成22年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。 
(単位：千円) 

 
(※)  長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。 

  

(金融商品関係)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(追加情報)

１  金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金預金 992,207 992,207 ―

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 764,185 764,185 ―

(3) 投資有価証券

   満期保有目的の債券 304,775 305,140 364

(4) 長期貸付金 545,801

    貸倒引当金(※) △545,801

― ― ―

資産計 2,061,168 2,061,533 364

(1) 工事未払金 547,301 547,301 ―

(2) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む） 90,000 90,000 ―

負債計 637,301 637,301 ―
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これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

これらの時価については、債券は取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお

ります。 

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照くだ

さい。 

長期貸付金の貸倒懸念債権については、担保及び保証による回収見込額等により、時価を算定し

ております。 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。 

長期借入金の時価については、変動金利による借入であるため帳簿価額にほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。 

  

(単位：千円) 

 
上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(3)投資

有価証券」には含めておりません。 

  

(単位：千円) 

 
  

(単位：千円) 

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1)現金預金並びに(2)受取手形・完成工事未収入金等

(3) 投資有価証券

(4) 長期貸付金

負  債

(1) 工事未払金

(2) 長期借入金（１年以内返済予定のものを含む）

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

  非上場株式 43,103

  投資事業有限責任組合等への出資 7,766

(注３)満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
１年超
５年以内

５年超 
10年以内

10年超

投資有価証券

  満期保有目的の債券 ― 200,000 100,000 ―

合計 ― 200,000 100,000 ―

(注４)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超 
５年以内

５年超

長期借入金 20,000 20,000 20,000 20,000 10,000 ―

合計 20,000 20,000 20,000 20,000 10,000 ―
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

 
（注）当連結会計年度において、時価のあるその他有価証券について減損処理を実施し、特別損失に投資有価証券評

価損44,090千円を計上しております。 

  

  

 
  

  

 
  

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

１ 売買目的有価証券(平成21年９月30日)

２ 満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成21年９月30日)

３ その他有価証券で時価のあるもの(平成21年９月30日)

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額

（千円）

差額
（千円）

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

  その他 ― ― ―

小計 ― ― ―

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

  その他 221,325 154,885 △66,440

小計 221,325 154,885 △66,440

合計 221,325 154,885 △66,440

４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

1,853 ― ―

５ 時価評価されていない「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年９月30日)

種類 連結貸借対照表計上額(千円)

その他有価証券
   投資事業有限責任組合等への出資 11,361

６ その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額(平成21年９月30日)
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(単位：千円) 

 
  

当連結会計年度末における、その他有価証券で時価のあるものはありません。 

  

(単位：千円) 

 
  

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１  満期保有目的の債券で時価のあるもの(平成22年９月30日)

区分
連結決算日における
連結貸借対照表計上額

連結決算日における時価 差額

時価が連結貸借対照表計上額
を超えるもの

  社債 304,775 305,140 364

小計 304,775 305,140 364

時価が連結貸借対照表計上額
を超えないもの

  社債 ─ ─ ─

小計 ─ ─ ─

合計 304,775 305,140 364

２  その他有価証券で時価のあるもの(平成22年９月30日)

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

  その他 154,254 1,913 22,500

合計 154,254 1,913 22,500
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

  

 
(注) 期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

  

 
(注) 簡便法を採用しておりますので、退職給付費用を勤務費用としております。 

  

簡便法により退職給付債務を算定しております。 

  

確定給付型の制度として、退職一時金制度を採用しております。 

  

 
(注) 期末時点の自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

  

 
(注) 簡便法を採用しておりますので、退職給付費用を勤務費用としております。 

  

簡便法により退職給付債務を算定しております。 

  

(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成21年９月30日)

(1) 退職給付債務 225,803千円

(2) 退職給付引当金 225,803千円

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

勤務費用 18,464千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

２ 退職給付債務に関する事項(平成22年９月30日)

(1) 退職給付債務 186,385千円

(2) 退職給付引当金 186,385千円

３ 退職給付費用に関する事項(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

勤務費用 17,554千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(企業結合等関係)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(賃貸等不動産関係)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり純資産額 257.36円 １株当たり純資産額 294.25円

 
１株当たり当期純利益 6.58円

  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり当期純利益 35.39円

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

前連結会計年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 41,924千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 41,924千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株

 

１株当たり当期純利益

当期純利益 225,378千円

普通株主に帰属しない金額 ―千円

普通株式に係る当期純利益 225,378千円

普通株式の期中平均株式数 6,369千株

(重要な後発事象)

前連結会計年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当連結会計年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)
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5．個別財務諸表

(1) 貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年９月30日)

当事業年度
(平成22年９月30日)

資産の部

流動資産

現金預金 563,882 976,180

受取手形 ※３ 1,600 ※３ 830

完成工事未収入金 819,376 ※１ 756,154

未成工事支出金 443,164 ※５ 404,826

未収入金 ※１ 51,228 －

繰延税金資産 40,600 69,020

その他 25,419 23,803

貸倒引当金 △9,994 △9,533

流動資産合計 1,935,276 2,221,281

固定資産

有形固定資産

建物 ※２ 262,186 ※２ 336,931

減価償却累計額 △170,736 △179,077

建物（純額） 91,449 157,854

構築物 88,237 94,085

減価償却累計額 △71,832 △74,533

構築物（純額） 16,405 19,551

機械・運搬具 142,386 159,276

減価償却累計額 △99,702 △120,859

機械・運搬具（純額） 42,684 38,416

工具器具・備品 205,632 217,496

減価償却累計額 △176,459 △188,525

工具器具・備品（純額） 29,173 28,971

土地 ※２・４ 338,288 ※２・４ 379,506

建設仮勘定 813 1,262

有形固定資産合計 518,813 625,563

無形固定資産

電話加入権 1,174 987

ソフトウエア 6,863 4,639

無形固定資産合計 8,038 5,627

投資その他の資産

投資有価証券 166,246 312,541

関係会社株式 30,101 30,100

長期貸付金 561,263 545,801

関係会社長期貸付金 579,600 －

従業員に対する長期貸付金 892 559

差入保証金 23,900 24,123

保険積立金 325,612 327,627

破産更生債権等 144 96

その他 2,244 1,871

貸倒引当金 △1,141,007 △545,897

投資その他の資産合計 548,997 696,823

固定資産合計 1,075,849 1,328,013

資産合計 3,011,125 3,549,295
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年９月30日)

当事業年度
(平成22年９月30日)

負債の部

流動負債

工事未払金 548,139 541,516

1年内返済予定の長期借入金 10,000 20,000

未払法人税等 20,826 2,384

未払消費税等 18,947 82,752

未成工事受入金 309,835 637,179

未払費用 31,971 37,248

賞与引当金 59,210 70,374

工事損失引当金 6,159 ※５ 21,881

完成工事補償引当金 1,900 510

その他 23,094 20,166

流動負債合計 1,030,086 1,434,013

固定負債

長期借入金 90,000 70,000

退職給付引当金 225,803 186,385

再評価に係る繰延税金負債 ※４ 17,679 ※４ 17,679

その他 3,893 －

固定負債合計 337,376 274,065

負債合計 1,367,462 1,708,079

純資産の部

株主資本

資本金 989,669 989,669

資本剰余金

資本準備金 247,417 247,417

その他資本剰余金 573,599 573,599

資本剰余金合計 821,016 821,016

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 21,398 196,625

利益剰余金合計 21,398 196,625

自己株式 △1,860 △1,884

株主資本合計 1,830,224 2,005,427

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,349 －

土地再評価差額金 ※４ △164,212 ※４ △164,212

評価・換算差額等合計 △186,562 △164,212

純資産合計 1,643,662 1,841,215

負債純資産合計 3,011,125 3,549,295
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(2) 損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

完成工事高 ※１ 3,591,501 ※１・２ 3,782,715

完成工事原価 2,965,742 ※４ 3,081,367

完成工事総利益 625,758 701,348

販売費及び一般管理費

役員報酬 47,315 64,086

従業員給料手当 174,602 180,378

賞与引当金繰入額 16,079 19,227

退職給付費用 12,792 9,503

法定福利費 33,315 35,609

福利厚生費 4,968 7,521

修繕維持費 5,899 5,645

事務用品費 9,828 7,491

通信交通費 27,952 28,392

動力用水光熱費 7,668 7,893

調査研究費 6,106 5,095

広告宣伝費 832 954

交際費 7,634 5,266

寄付金 14 5

地代家賃 37,998 40,799

減価償却費 15,284 15,715

事業税 7,173 5,100

租税公課 3,021 6,963

保険料 3,610 3,901

貸倒引当金繰入額 7,474 229

雑費 63,227 55,572

販売費及び一般管理費合計 492,799 505,352

営業利益 132,959 195,995

営業外収益

受取利息 ※２ 10,804 ※２ 1,686

受取配当金 73 ※２ 1,004

未払配当金除斥益 － 1,708

その他 2,691 779

営業外収益合計 13,569 5,178

営業外費用

支払利息 5,015 2,322

投資事業組合運用損 10,756 782

資金調達費用 3,150 －

訴訟関連費用 － 1,046

その他 3,799 2,398

営業外費用合計 22,721 6,550

経常利益 123,807 194,623
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

特別利益

貸倒引当金戻入額 4,036 7,579

関係会社清算益 － 178

特別利益合計 4,036 7,757

特別損失

投資有価証券売却損 － 20,586

投資有価証券評価損 44,090 －

貸倒引当金繰入額 21,600 9,000

その他 ※３ 166 ※３ 183

特別損失合計 65,857 29,769

税引前当期純利益 61,986 172,611

法人税、住民税及び事業税 22,403 13,066

法人税等調整額 △9,212 △28,420

法人税等合計 13,190 △15,353

当期純利益 48,795 187,965
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(注) 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  製造原価明細書

完成工事原価報告書

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 材料費 459,645 15.5 481,273 15.6

Ⅱ 労務費 123,479 4.2 114,296 3.7

Ⅲ 外注費 1,501,470 50.6 1,534,216 49.8

Ⅳ 経費 881,147 29.7 951,580 30.9

  （うち人件費） (473,023) (15.9) (507,941) (16.5)

  当期完成工事原価 2,965,742 100.0 3,081,367 100.0
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(3) 株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

株主資本

資本金

前期末残高 989,669 989,669

当期末残高 989,669 989,669

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 247,417 247,417

当期末残高 247,417 247,417

その他資本剰余金

前期末残高 573,599 573,599

当期末残高 573,599 573,599

資本剰余金合計

前期末残高 821,016 821,016

当期末残高 821,016 821,016

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △27,397 21,398

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 48,795 187,965

当期変動額合計 48,795 175,227

当期末残高 21,398 196,625

利益剰余金合計

前期末残高 △27,397 21,398

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 48,795 187,965

当期変動額合計 48,795 175,227

当期末残高 21,398 196,625

自己株式

前期末残高 △1,846 △1,860

当期変動額

自己株式の取得 △13 △23

当期変動額合計 △13 △23

当期末残高 △1,860 △1,884

株主資本合計

前期末残高 1,781,442 1,830,224

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 48,795 187,965

自己株式の取得 △13 △23

当期変動額合計 48,782 175,203

当期末残高 1,830,224 2,005,427
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △51,749 △22,349

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29,399 22,349

当期変動額合計 29,399 22,349

当期末残高 △22,349 －

土地再評価差額金

前期末残高 △164,168 △164,212

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△43 －

当期変動額合計 △43 －

当期末残高 △164,212 △164,212

評価・換算差額等合計

前期末残高 △215,918 △186,562

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

29,355 22,349

当期変動額合計 29,355 22,349

当期末残高 △186,562 △164,212

純資産合計

前期末残高 1,565,524 1,643,662

当期変動額

剰余金の配当 － △12,738

当期純利益 48,795 187,965

自己株式の取得 △13 △23

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 29,355 22,349

当期変動額合計 78,138 197,553

当期末残高 1,643,662 1,841,215
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該当事項はありません。 

  

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) 重要な会計方針

項目
前事業年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

――――――― 満期保有目的の債券

償却原価法(定額法)

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社株式

同左

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

時価のないもの

移動平均法による原価法

なお、投資事業有限責任組合及

びそれに類する組合への出資(金融

商品取引法第２条第２項により有

価証券とみなされるもの)について

は、組合契約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。

時価のないもの

同左

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

未成工事支出金

個別法による原価法

未成工事支出金

同左

３ 固定資産の減価償却の方法 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)は定額法。

主な耐用年数

建物       13年～47年

建物附属設備   ９年～20年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

有形固定資産（リース資産を除く）

定率法。ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(建物附属設備

を除く)は定額法。

主な耐用年数

建物       13年～47年

建物附属設備   ９年～31年

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。

無形固定資産（リース資産を除く）

定額法。ただし、ソフトウェアに

ついては社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法。

無形固定資産（リース資産を除く）

同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

リース資産

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額をゼロとして算定する定額法に

よっております。

なお、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引のうち、リース取引

開始日が平成20年９月30日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。

リース資産

同左

４ 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左

賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上しており

ます。

賞与引当金

同左

役員賞与引当金

役員に対する賞与の支給に備える

ため、支給見込額を計上することと

しておりますが、当事業年度は支給

予定がないため計上しておりませ

ん。

役員賞与引当金

同左

工事損失引当金

当事業年度末手持工事のうち損失

の発生が見込まれるものについて、

将来の損失に備えるため、その損失

見込額を計上しております。

工事損失引当金

同左

完成工事補償引当金

完成引渡済工事に係るかし担保の

費用に備えるため、過年度の実績を

基礎に将来の補償見込額を加味して

算定した見積補償額を計上しており

ます。

完成工事補償引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

退職給付引当金

同左
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項目
前事業年度

(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

５ 収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準

完成工事高の計上は、工事完成基

準によっておりますが、長期大型工

事(工期１年以上かつ請負金額３億円

以上)については工事進行基準によっ

ております。

なお、工事進行基準によった完成

工事高は1,610,889千円であります。

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度に着手した工事契約から

当事業年度末までの進捗部分について

成果の確実性が認められる工事につい

ては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事

については工事完成基準を適用してお

ります。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

（会計方針の変更）

請負工事に係る収益の計上基準につ

いては、従来、長期大型工事（工期１

年以上、かつ請負金額３億円以上）に

ついては工事進行基準を、その他の工

事については工事完成基準を適用して

おりましたが、「工事契約に関する会

計基準」（企業会計基準第15号 平成

19年12月27日）及び「工事契約に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当事業年度より適用し、当事業

年度に着手した工事契約から、当事業

年度末までの進捗部分について成果の

確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しておりま

す。

なお、平成21年９月30日以前に着手

した工事契約のうち、長期大型工事

（工期１年以上、かつ請負金額３億円

以上）については工事進行基準を、そ

の他の工事については工事完成基準を

引き続き適用しております。

これにより、従来の方法によった場

合と比べ、完成工事高は752,913千円増

加し、営業利益、経常利益及び税引前

当期純利益は68,369千円増加しており

ます。

６ その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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(6) 重要な会計方針の変更

(会計方針の変更)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

(リース取引に関する会計基準等)

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より、「リース取引に関する

会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、引き

続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ

っております。

これによる損益に与える影響はありません。

―――――――

(表示方法の変更)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

（損益計算書関係）

手形売却損

前事業年度において個別掲記しておりましたが、

金額が僅少となったため、当事業年度においては営

業外費用の「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度は営業外費用の「その他」に211

千円含まれております。

(貸借対照表関係)

未収入金

前事業年度において個別掲記しておりましたが、

金額が僅少となったため、当事業年度においては流

動資産の「その他」に含めて表示しております。

なお、当事業年度は流動資産の「その他」に

11,259千円含まれております。

投資有価証券評価損

 前事業年度において特別損失の「その他」に含め

て表示しておりましたが、当事業年度においては特

別損失総額の100分の10を超えたため個別掲記してお

ります。

 なお、前事業年度は特別損失の「その他」に1,838

千円含まれております。
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(7) 個別財務諸表に関する注記事項

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成21年９月30日)

当事業年度
(平成22年９月30日)

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

未収入金 19,687千円

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。

完成工事未収入金 2,300千円

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

事業年度末における当座借越額はありません。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 27,024千円（帳簿価額）

 計 234,382千円（帳簿価額）

※２ 担保資産

このうち、特殊当座貸越契約の担保として供し

ているものは下記のとおりであります。なお、当

事業年度末における当座借越額はありません。

土 地 207,358千円（帳簿価額）

建 物 24,383千円（帳簿価額）

 計 231,742千円（帳簿価額）

※３ 手形割引高

受取手形割引高 10,753千円

※３ 手形割引高

受取手形割引高 3,750千円

 

※４  事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

   再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当事業年度

末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額

の合計額を、87,445千円下回っております。

 

※４  事業用土地の再評価

「土地の再評価に関する法律」(平成10年３月

31日公布法律第34号)及び「土地の再評価に関す

る法律の一部を改正する法律」(平成11年３月31

日公布法律第24号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計

上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定める固

定資産評価額及び同条第４号に定める路線価に基

づいて、合理的な調整を行って算出しておりま

す。

   再評価を行った年月日 平成12年９月30日

なお、再評価を行った事業用土地の当事業年度

末における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額

の合計額を、89,173千円下回っております。

――――――― ※５ 未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て

で表示しております。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工

事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

73,047千円であります。

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

※１ 完成工事高には、兼業事業売上高480千円が含ま

れております。

※１ 完成工事高には、兼業事業売上480千円が含まれ

ております。

 

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

受取利息 2,301千円

※２ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。

完成工事高 22,640千円

受取利息 1,004千円

受取配当金 1,000千円

※３ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損

であります。

※３ 特別損失の「その他」は、電話加入権評価損

であります。
――――――― ※４ 完成工事原価に含まれている工事損失引当金繰入

額は15,721千円であります。
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（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 
  

 
（変更事由の概要）普通株式の自己株式数の増加139株は、単元未満株式の買取によるものであります。 

  

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,851 139 ― 5,990

当事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 5,990 139 ― 6,129
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(リース取引関係)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

 

 

 

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額 
相当額

40,177

減価償却 
累計額相当額

28,991

期末残高 
相当額

11,185

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 9,360千円

１年超 4,543千円

合計 13,904千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 13,725千円

減価償却費相当額 10,044千円

支払利息相当額 3,492千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

 

 

 

ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1) リース資産の内容

・有形固定資産

主として、工事用車両(機械・運搬具)でありま

す。

(2) リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３ 固定資産の減価償却の方

法」に記載のとおりであります。

なお、リース取引開始日が平成20年９月30日以前

の所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理を適用しており、その内容は次のとおりで

あります。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額

機械・運搬具

(千円)

取得価額
相当額

40,177

減価償却
累計額相当額

36,796

期末残高
相当額

3,380

② 未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,543千円

１年超 ―千円

合計 4,543千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額

支払リース料 11,064千円

減価償却費相当額 7,804千円

支払利息相当額 1,703千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロと

する定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ

いては、利息法によっております。

山加電業(株)（1789）平成22年９月期決算短信

50



子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額  子会社株式17,600千円、関連会社株式12,500千

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。 

  

  

 
  

(有価証券関係)

前事業年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)

(税効果会計関係)

前事業年度
(平成21年９月30日)

当事業年度
(平成22年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 24,039千円

  退職給付引当金 91,676千円

  貸倒引当金 467,307千円

  法人税法上の繰越欠損金 586,819千円

    投資有価証券評価損 40,799千円

その他 8,523千円

 繰延税金資産小計 1,219,165千円

 評価性引当額 △1,178,565千円

 繰延税金資産合計 40,600千円

繰延税金負債

  再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

 

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

  賞与引当金 28,571千円

  退職給付引当金 75,672千円

  貸倒引当金 225,505千円

  法人税法上の繰越欠損金 222,064千円

    投資有価証券評価損 22,899千円

その他 13,971千円

 繰延税金資産小計 588,683千円

 評価性引当額 △519,663千円

 繰延税金資産合計 69,020千円

繰延税金負債

  再評価に係る繰延税金負債 17,679千円

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 15.1％

留保金課税 11.2％

過年度法人税等 8.4％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
8.1％

評価性引当額 △63.7％

その他 1.7％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
21.3％  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.6％

（調整）

住民税均等割等 5.2％

過年度法人税等 2.3％

交際費等永久に損金に算入 

されない項目
2.3％

評価性引当額 △59.3％

その他 0.0％

税効果会計適用後の 

法人税等の負担率
△8.9％
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(注) １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり純資産額 258.06円 １株当たり純資産額 289.08円

 
１株当たり当期純利益 7.66円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
１株当たり当期純利益 29.51円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

前事業年度
(自 平成20年10月１日
至 平成21年９月30日)

当事業年度
(自 平成21年10月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり当期純利益

当期純利益 48,795千円  

普通株主に帰属しない金額 ―千円  

普通株式に係る当期純利益 48,795千円  

普通株式の期中平均株式数 6,369千株  

１株当たり当期純利益

当期純利益 187,965千円  

普通株主に帰属しない金額 ―千円  

普通株式に係る当期純利益 187,965千円  

普通株式の期中平均株式数 6,369千株  

(重要な後発事象)

前事業年度(自 平成20年10月１日 至 平成21年９月30日)

当事業年度(自 平成21年10月１日 至 平成22年９月30日)
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

(2) その他
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